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1.問題の所在と本稿の目的

近年の中山間地域では,人口の高齢化と自然減によるコミュニティの機能低下,それに伴う生活維持

の難しさが問題となっている。高齢者が住み続けることのできる地域社会を創出するために,行政や高

齢者福祉施設,NPO,.ボ ランティア団体など多様なアクターによる日常的な取り組みが求められてい

る。加齢に直面する高齢者の生活を地域社会においてどのように,ど こまで支えることができるのかを

議論する必要があるだろう。地域社会に存在する様々な社会関係や組織をどのように組み合わせ,どの

ように活用していくのかが課題となっている。

高齢者をとりまくアクターのうち,家族は日常生活におけるサポートや介護の提供者であるばかりで

なく,相談相手など情緒的にも重要なサポートの源泉 (以下,サ ポート源)と なっている。サポートの

授受に関する「階層的補完モデル」(Cantor,1979;古谷野はか,1998)に よれば,高齢者はサポート

源として配偶者や子どもなど家族を最も頼りにし,次に近隣や友人,最後に福祉サービスを頼ると説明

されている。高齢者との社会的親密さ1)に
従って優先順位の高い他者が利用可能でない場合,下位の他

者が代替して補完的役割を果たすことになる。

中山間地域の高齢者をみると,子どもや配偶者など同居家族を持たない人が増えており (山本,1997),

別居子や近隣が同居家族を補完するサポート源として期待されている。しかし,その別居子も老親子の

空間的距離が影響して充分に機能しないことが指摘され (中條,2003),地域社会の過疎化や高齢化に

よって近隣関係に基づくサポートの減少も問題になっている。すなわち,中山間地域においてはサポー

ト源と高齢者との空間関係が,サポート源相互の補完関係のあり方に影響をもたらしていると考えられ

る。

このような状況下にある高齢者は,つ まるところ福祉サービスを最後に頼るべきサポー ト源とせざる

を得ない。 しか し,そ の福祉サービスの供給 も,中山間地域では需要密度の低さから限定的であり (杉

浦,2003;宮澤,2003),高齢者にとって必ず しも利用 しやすい環境にあるとはいえない。また,市町

村合併によるサービス供給の効率化も懸念されるなど,福祉サービスを補完するような新 しいサポー ト

源を見出すことが緊要の課題となっている。近年の中山間地域では,新 しいサポー ト源として地域住民

による福祉活動組織の役割に注目しようとする主張がなされている (例えば,中川,2002)。 これは有

志の地域住民によって構成されるサポー ト源として位置づけられ,市場性や採算性,介護保険制度の枠
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組みに依拠することなく高齢者のニーズを満たすことが期待されている。

そこで本稿は,地域住民による福祉活動組織が提供するサポートの性格,お よび担い手の属性や意識

をとらえ,中山間地域の高齢者をめぐるサポート源において福祉活動組織が果たす役割を考察する。

対象地域として取り上げるのは,広島県の北部に位置する三次市である。同市は,2004年 4月 に旧三

次市を中核として周辺 7町村が合併して成立した都市である。しかし,同市は旧二次市の中心部を除け

ば中山間地域としての性格を有しており,ま た高齢化率も29。 2%(2006年 8月 )と広域合併の進む広島

県の自治体にあってきわめて高い水準にある。

分析に用いる資料は,筆者が実施した福祉活動組織に対するアンケート調査 (2005年 6月 )と 2004年

6月 以降,三次市社会福祉協議会に対して継続的に行っている聞き取り調査から得られたものである。

2.高齢者をめぐるサポー ト源の地理的特性

本章では,高齢者をめぐるサポート源を概念的に整理した上で,そ の地理的特性を検討したい。藤村

(1999,pp.12-20)や 加藤・丸尾編 (2002,p.37)の 議論を参考に作成した表1に よれば,高齢者をめぐ

るサポート源はその性格に基づいて「インフォーマル部門」と「フォーマル部門」とに区分できる。イ

ンフォーマル部門に分類されるサポート源には,家族 (親族),近隣,福祉活動を担う地域住民組織が

該当し,フ ォーマル部門には公的部門としての市町村自治体と社会福祉法人が,民間部門として企業や

営利法人がそれぞれ該当する。さらに, これらのサポート源は自助,互助 (互酬),公助 (再分配),市

場交換という4つ の配分様式に区分できる。結合原理をみると,家族 (親族)は血縁,近隣や福祉活動

組織は地縁,自治体や社会福祉法人は公的扶助,企業や営利法人には市場原理がそれぞれ該当する。

インフォーマルなサポート源は,高齢者と社会関係を構築することによって,「手段的サポート」や

「情緒的サポート」という機能を高齢者に提供している。これらは介護保険制度の枠組みに含まれない

ものであり,専門性や継続性に脆弱な側面があると指摘されている。しかし,一方で人間の温かみの存

在や福祉活動を通して地域住民の連帯が図られるというメリットも指摘されている。また,高齢者の日

常生活に最も密着しているという点でも重要である。これに対して,フ ォーマルなサポート源は,介護

保険制度の枠組みの中でなされており,高齢者の生活能力が低下した際に取り込まれるサポート源であ

る。公的部門によるサポートは,公平かつ普遍的であり,個人の費用負担が小さく低所得者が排除され

ないという利点がある。しかし,そ こには非効率的という批判が常に存在する。民間部門は効率的と評

価されるが,需要が低く採算がとれなくなれば撤退し継続性を欠くというデメリットが存在する。

次に,フ ォーマルなサポート源とインフォーマルなサポート源の性格をふまえ,両者の地理的特性を

みておきたい。まず,フ ォーマルなサポート源は,サ ポートを供給する事業所の立地と関わり地域的な

差異が認められる。宮澤 (2003)が指摘するように,都市部に多くの営利法人が需要密度の高さのゆえ

に参入しやすいのに対し,山間部では利用者のニーズが低いことによる採算性の低さから営利法人の参

入が阻害され,社会福祉協議会によるサー.ビス供給が中心となっている。フォーマルなサポート源は利

用者側のニーズの多寡により供給が規定されてしまう側面があり,そ れが事業所の立地に反映されてい

る。

一方,イ ンフォーマルなサポート源には家族・親族,近隣が挙 |デ られる。日常生活のちょっとした手

伝いやお使いなど高齢者を物理的に支援する「手段的サポート」 ヒ,相談や話し相手になるなど精神的

に支援する「情緒的サポート」とに区分される。前者は,高齢者との対面接触を必要とするため,高齢

者と支援者との空間的距離がサポートの授受に影響を及ぼす。これに対して,後者は電話や手紙などの
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通信手段などによって対応が可能であり,対面接触を必要としないという特性がある。両者を比較する

と, 日常生活の遂行に直接関わると考えられるのは「手段的サポート」であり,サポートの授受におけ

る地理的条件を考察することが重要となる。

1で指摘するように,中山間地域では家族規模の縮小や近隣関係の空洞化が進んでいるという実態が

あり,イ ンフォーマルなサポートにも限界が現れている。また,事業所の少なさからフォーマルなサポー

ト源によるサービス供給も脆弱な状態にある。そこで注目されるのが,中間的位置づけにある住民参加

の福祉活動組織である。福祉活動組織は市場性や採算性,介護保険制度に依らないインフォーマルなサ

ポート源であり,家族や近隣の状態に関わらず機能すると考えられる。 3以降では,中山間地域で展開

する福祉活動組織の担い手に着日し,それがもつ性格について分析を進める。

表 1 高齢者をめぐるサポー ト源の分類とその特性

サポート源 配分様式 結合原理
制度とサポー

トの内容 運営上のメリット 運営上のデメリット
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・個人の費用負担が小さし
ので低所得者は排除され
ない

・非効率的

・硬直的で人件費が高い

企業・営利法人
(民間部門)

市場交換 市場原理

・効率的で経費を節減可
能

。消費者志向で,需要があ
ればサポートが供給される

・採算がとれなくなれば撤
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がある

。排除する可能性が高い

資料 :藤村 (1999),加藤・丸尾 (2002)を改変

3.対象地域の概観と地域福祉

(1)二次市の概観

本稿で対象とする二次市 (図1)は,広島市の北東約70kmの距離にある。 1で述べたように,同市は

「平成の大合併」の流れを受け,2004年 4月 に旧二次市を中心とする旧双三郡や旧甲奴郡の周辺7町村が

合併し成立した。広域合併の結果,人口は61,823人,市域は778.65面と広大な面積を有する自治体となっ

た (2004年 4月 )。 市域の 8割 は山地であるが,地形は南北で異なる様相をみせている。中心部の二次

地区は日本海に流れる江の川によって形成された三次盆地にあり,南西部の三和地区と南東部の三良坂

地区 。甲奴地区は二次盆地につながるなだらかな丘陵地帯となっている。これに対し,北部の作木・布

野・君田地区は中国山地の険しい山地が広がり,冬季には積雪が lmに及ぶ。

三次市は,旧来から中国山地における主要交通路の結節点となってきた。道路交通では市域の東西を

中国自動車道が貫き,南北に陰陽連絡の国道54号線と国道375号線が伸び,それぞれ広島市や松江市,

東広島市などとを結んでいる。一方,鉄道交通では」R芸備線が広島市と庄原市などを,JR三江線が

作木地区など江の川流域各町村を,」R福塩線が三良坂地区などを結んでいる。近年の鉄道交通は利用
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者の減少から運転本数が減らされ低迷しているが,道路交通は高速道路を介した高速バスが広島市など

に多数運転されている。しかし,中山間地域に共通してみられるように,モ ータリゼーションの進展に

より路線バスの撤退が相次ぎ,域内で公共交通を確保するのは困難な状況にある。こうした事態に最も

しわ寄せを受けるのは,言うまでもなく高齢者や子どもである。

国勢調査によれば同市の過去50年の人口動態は,1950年の93,734人 から2000年の61,635人 まで大きく

減少した。また,高齢化率 (2000年 )は 28.3%に まで上昇しており,高齢者のいる世帯は一般世帯 (21,

847世帯)の 50.3%,高齢者のみの世帯 (高齢単身世帯)も 同じく10.3%を 占めている。図 1か ら人口

動態を旧市町村単位でみておくと,作木地区や三和地区そして君田地区で人口減少と高齢化が進んでい

る。これらの地区では過去50年間に人口が60%以上減少し,高齢化率も40%前後ときわめて高くなって

いる。

就業人口も減少が続いており,1980年から2000年 までの最近20年間の変化をみると,第 1次産業従事

者の構成比は26.6%か ら38.8%に 増加 し,第 2次産業のそれは29。 1%か ら28.3%と 頭打ちの状態となっ

ている。一方,第 3次産業のうちサービス業の就業者比率は,1980年の16.9%か ら,2000年 は25。8%に

大きく上昇している。第1次産業従事者の伸びは,高齢化の進行によって農業に従事する高齢者が増加

していることが背景にあると考えられる。また,サ ービス業の増加は,福祉関連を中心に従事者が増え

ていることが推測される。このように,対象地域では2次産業から3次産業にシフトしていることがわ

かる。

(2)住民参加による地域福祉の実態

次に,二次市における住民参加の地域福祉活動を,二次市社会福祉協議会による福祉活動に言及しな

がらみておきたい。社会福祉協議会 (以下,社協)に注目するのは,中山間地域において地域福祉の中

心的担い手となってきたためである (杉浦,2003,p.499)。 三次市社協では,介護保険制度の枠組みに
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図 1 対象地域の概観と人口動態
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依るサポートとそれに依らないサポート,在宅で生活する高齢者全体を対象とした施策を展開している。

二次市での主な活動を挙げると,住民参加の福祉活動組織のほか,社協支所管内における小地域福祉

活動 (サ ロン活動 0配食サービス・要介護認定高齢者宅訪間 。敬老会の開催など)がある。このうち,

二次市では「サロン活動 (ふれあいサロン)」 と呼ばれる地域活動が活発に行われていることが特筆さ

れる。これは,集落ごとに選出された福祉委員や民生委員を中核とする有志住民が世話役となって,地

区 (旧小学校区)単位やそれよりも小さい集落単位で実施されている
｀
。月に 1回,地域の高齢者が集会

所に集まり,一緒に食事をしたり,ゲームをしたりして活動している。集落単位でなくとも5人以上の

高齢者が定期的に集まれば「サロン」として認定され,社協から活動助成金が支給されている。ただし,

ここで構築された関係は「サロン」の場だけで終始してしまうわけではない。サロンヘの参加を通じて

参加者相互の社会関係が新たに構築され, 日常的なサポートの授受 (助 け合いや見守り)が期待されて

いる。こうした住民相互の福祉活動を契機として,サ ポートのやり取りが行われる空間的範囲が拡大さ

れ,サ ポートの授受という機能を持った近隣関係が再編成される可能性がある。

(3)広島県における訪問介護事業所の分布

広島県における訪問介護サービス事業所の実態を,中山間地域に注目してとらえる。ここで訪問介護

サービスにふれるのは,それが在宅での生活維持の基盤となるフォーマルなサポート源といえるからで

あり, これらの供給状況をとらえることによって,イ ンフォーマルなサポートの重要性が推測されるた

めである。

広島県には,2004年 2月 時点で553の訪問介護事業所が立地している2)。 これら訪問介護サービス事

業所の市町村別分布状況をみると,83市町村すべてに立地している (図 2)。 事業者の種別 (社会福祉

法人,社会福祉協議会,医療法人,営利法人,NPO法人,農業協同組合,農協,生協)でみると,最

も数が多いのは営利法人であり,全体の46.7%を 占める。全国の訪問介護事業所における営利法人の占

める害J合 (48.2%)と ほぼ同じ比率にある。

法人の種別ごとに事業所の立地傾

向
3)をみると,営利法人は広島市や福

山市など都市地域に集中し,事業所

(249ヵ 所)の 90。 7%が立地している。

残りの10%弱 は他の営利法人と同様に

南部の都市地域に多く立地し,北部は

旧二次市や旧庄原市にわずかにみられ

る程度である。営利法人に次いで多い

のは,社会福祉協議会4)も しくは市町

村直営のタイプである。このうち,社

会福祉協議会の運営する60事業所は全

域に広く分布し,特に町村部における

主要な事業主体となっている。そのう

ち23町村では,社会福祉協議会が町村

内唯一の事業者として活動している。

さらに,社会福祉法人が運営する事業

所は106あ るが,そ のうち12ヵ 所が単

図 2 広島県における訪問介護サービス事業所の分布

資料 :広島県介護保険指導室資料
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独または複数の市町村で設立した事業所である。この他,一般の社会福祉法人や医療法人は都市地域に

集中して立地しており,中山間地域にはほとんど見当たらない。

広島県内の離島を除く中山間地域 (53市町村)で は,35町村内で公的性格の強い社会福祉協議会や行

政出資の社会福祉法人が唯一の事業者となっており, これらによって独占的な訪間介護サービスの供給

がなされている。このような独占的なサービスの供給は,従来から地域の実情に沿った活動実績を蓄積

してきた結果として理解することもできる。しかし,実際には人口の少なさに起因する需要の低さのた

めに,都市部の民間事業者が参入できないことがもう一方の背景にあると考えられる。それゆえに,中

山間地域の高齢者をめぐるフォーマルなサポートの提供は,き わめて限定された状況にあるといえる。

4。 福祉活動組織の存在形態と活動実態

(1)広島県における福祉活動組織の分布と存在形態

中山間地域では地域社会の高齢化や人口減少により,高齢者にとって最も身近なサポート源であった

近隣関係が空洞化する傾向にあり,それを補完するために新しいサポート源を創出することが課題となっ

ている。本稿で対象としている住民参加の福祉活動組織は,こ の課題に対応するためのサポート源とし

て役割を担うことが期待されている。

住民参加による活動組織は,1980年代から都市を中心に非営利でかつ有償の在宅介護や家事支援など

を行う住民組織として形成された。図 3か ら組織数の全国的推移をみると,1990年度において合計332

であったものが,1998年度に1,409,2000年度には1,912と 大幅な増加がみられる5、
内訳をみると,「住

(団体数)
民互助型」の増加幅が最も大きく,次いで「社協運営型」

となっている6ゝ

宮垣 (2001)に よれば,福祉活動組織における利用会員

登録者数と活動会員 (担い手)登録者数のそれぞれの平均

は「住民互助型」で151.0人 と90.7人 ,社協が運営する

「社協運営型」で248.6人 と246.5人 ,生協や農協などが運

営する「協同組合型」で135.0人 と111.2人などとなってい

る。また,サービスの対象は多くのグループで高齢者となっ

ているが,障害者や乳幼児のいる世帯を対象としているグ

ループもある。活動内容は介護サービスを除く外出の介助

や買い物の代行,食事の支度,掃除といった家事援助,相

談相手,配食サービスなど多岐にわたる。

広島県でも1990年代後半以降,福祉活動組織が活動を始

めている。中山間地域では,上述の「社協運営型」に分類

される福祉活動組織が幅広く分布している。表 2の ように,

県内には各市町村の社会福祉協議会が運営する福祉活動組

織が16団体ある。1998年に「やまびこネット」(表中の番

号 3)が発足して以降,介護保険制度の運用開始とも重な

り相次いで組織が結成された。また,表中の網かけに示す

ように,市町村合併に伴う社協の統合によつて福祉活動組

織も再編され,活動地域が拡大したり新たに組織が生まれ

1,000

900

一
回

―
性協選誉型

一
卿

一 醐

― ワ‐カースしトタテ硼

-0-行政関与型

-0-施設麟 型

―
その他

脚
　
　
７０

図 3 福祉活動組織数の全国的推移

資料 :全国社会福祉協議会 (2003):『住

民参加型在宅福祉サービス団体活動

実態報告書』

０
０
〇
一

”
０
い
【

卜
０
一
【

０
０
〇
一

い
０
●
【

で
０
い
】

”
い
０
中

Ｎ
０
０
【

】
０
一
】

０
い
０
一
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表 2 広島県における福祉活動組織の概要

番

号 組織名 活動地域

設立時期

20004「

以前 以後

利用件数

(のべ数)

2001年 2003年 2004年

活動参加者数

(登録人数 )

2003を F 20044F

利用者負担

(円 /1回 )

2004年

1

二次市ホームフレンドリーサービフ

やまびこネット

ボランティアあゆみ

あつたかサービス

はるかぜネット

旧二次市
旧口和町・旧高
野町・旧比和
町・旧君田村 0

旧布野村
旧三和町

旧甲奴町
二次市

0

●

●

●

1,219  1,286

1,653  1,716

5      5
--     67

そよかぜネット賀茂

おでかけクラブ

東広島そよかぜネット

旧福冨町・旧豊
栄町。旧大和
町・旧河内町
旧安芸津町

東広島市

●

　

●

224    979

353    763
_             720

63

12

ささえあいサービス

やまびこネジト

やまびこネット365

旧庄原市
旧口和町・旧高
野町・旧比和
町・旧君田村・

旧布野村
庄原市

●

●

‐９

　

　

６５

50

1,716

ほほえみネット安芸高田 F芸高 田 939 209

神石さわやかネット

神石さわやかネット

旧細本町・旧神
石町・旧豊松
村・旧三和町
神石高原町

● ―-   1,647

2,125

さんさんネット

さんさんネット

1日刀‖「詐早J・ 1日 伺
賀村・旧戸河内
町
安芸太田町

● ―-    156

いきいきみはら
ファミリーサポート本郷
ほつとは―と

旧三原市
旧本郷町
三原市

●

●

一-    149

137     -―

田

５２

なんでも相談 0福祉サービス

近隣互助型生活応援活動

なんでも相談 0福 /1■サービス

旧福山市

旧沼隈町

福山市

●

●

897   1,501 ６００

５００

．

おのみちふれあいサービス
ユー愛サービスむかいしま

おのみちふれあいサービス

旧尾道市

旧向島町

尾道市

●

● ―-    47 21

７００

３５〇

　

一

スマイル21

キューピット・スマイル21

旧大崎 HI「・旧本
江町・旧東野町

大崎上島町

● 600    450 200

あい勇 十 日市市 ● 82     -―

元気たけはら ケ原市 ● 1,135  2,288    -― 37     -―

有料在宅福祉サービス 大竹市 ● 294    900     -― 14     -―

ゆうあい在宅支援サービス 因島市 ● 76    238     -― 16     -―

ほつとサービス・おおの 大野町 ● 34    226     -― 35     -―

有料在宅福祉サービス電 ヨ戸田町 ● 260    203     -― 17     -―

ちょつとてご事業
ふれあいサポートくらはし

豊浜町
倉橋町

●

●

×

×

一　

５０

×

×

注)あみかけは再編されたグループのうち,2004年の統合以前に活動していた福祉活動組織を指す。一

は,該当年次におけるデータが存在しないことを示す。Xは社協組織の再編により廃止された組織

を指す。

資料 :広島県社会福祉協議会編『市区町村社協の現況』(200102003年版),2004年 数値は聞き取り調査

たりしている。三次市も,2004年に合併前の旧市町村にそれぞれ存在した福祉活動組織が統合され「は

るかぜネット」が設立された。

この社協運営型の福祉活動組織は,市町村の社協による需給調整によって活動が進められている。利

用登録をした住民が,社協の事務所にサポートの内容や利用時間を提示して申し込みを行う。そして,

その内容をふまえながら社協が活動登録をした住民との間で日程調整を行い,サポートの授受がなされ
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ている。活動会員は,サ ポートに対する対価 (活動費)と して, 1時間あたり500～ 700円 を受け取る7ゝ

ただし, この活動費には県社協からの補助金が含まれているため,利用会員は活動費の40%を負担する

程度でサポートが受けられる。表 2に示されるように,近年の利用会員と活動会員の人数は全体的に増

加する傾向にある。

ω
２００

ｍ

ｌＯｏ

闘

脚

20041「      20054「        80061F

図4 活動会員数の推移

資料 :二次市社会福祉協議会資料

(2)二次市の福祉活動組織における活動実態

まず,図 4か ら活動会員数の推移を確認しておく。全体的な

傾向としては,発足当初の2004年から翌年の2005年 にかけて2

倍の大きな伸びを示す一方で,2005年から2006年 にかけては横

ばいの状態となっている。2006年度における会員の分布をみる

と,人口の多い二次地区で全体の約40%を 占めており,そのほ

か三和地区や吉舎地区でも20人を超え,住民の積極的な参加が

みられる。これに対して,利用会員数は着実な伸びをみせてい

る (図 5)。 活動会員と同様に,発足翌年までの伸びは約 2倍

であり,その後も約20%の増加となっている。2006年度におけ

る分布は三次地区が最も多いが,三和町でも40人以上の会員が

いる。ただし,活動会員と利用会員ともに地域的な差異がみら

れ,住民の参加や利用が二次市全域で均等に進んでいるわけで

はない。

続いて,2004年 4月 ～2006年 7月 における月別活動実績 (図

6)をみておく。2004年 4月 に発足した当初は利用があまり進

まず,2004年 4月 ～ 8月 は200時間を下回る状態が続いていた。

しかし,同 じ年の 9月 以降は社協や行政の広報による利用促進

の活動,ま た利用者による口こみが浸透しはじめ,250～ 300時

間で推移している。2005～2006年度にかけては季節的な変動は

あるものの急速に利用が進んでおり,900時間に迫るまでになっ

ている。聞き取りによれば,利用者の90%以上が60歳以上の高

齢者であることもあり,後述するが利用内容も多岐にわたる。

旧市町村ごとに利用状況をみると,人口の多い三次地区が最も

多く,旧郡部では三和地区と甲奴地区での利用の多さが目立っ

ている8)。
利用の温度差も顕著であり,特に君田・布野・作木

地区では活動会員や利用会員として住民の登録がなされている

にもかかわらず,利用が進んでいない。地域社会内部でサポー

トの授受が行われ,他所者によるサポートは受け入れにくいと

いう背景も存在すると考えられる。

(世帯 )

200

180
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80

00
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20

0

図5 利用会員数の推移

資料 :二次市社会福祉協議会資料
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車による送迎
鶴

話し相手0留守番J

%

外出の付き添い
15%    ´

図7 サポー トの内容 (2004年)

資料 :二次市社会福祉協議会資料

:「
賢
言
憲F5曾 琴晋

図6 福祉活動組織の活動実績

(2004年 4月 ～2006年 7月 )

資料 :二次市社会福祉協議会資料

衣類の洗濯
農作業

脅
手伝

域

薬ク受け取りヽ
ペットの世話 謁

3%  ~・・`・

買いもの

働

微髪
鶴

図7か ら具体的なサポートの内容についてみると,

最も多いのは屋内外の掃除で46%,そ の他に高齢者

の手に負えないような布団干しや草取り,家屋の簡

単な補修などが挙げられる。また,外出時における

サポートの利用も多い。外出時の付き添い15%,車

による送迎 7%,買い物の代行 4%,薬の受け取り

の代行 3%な どであり, これらを合わせると30%近

くに上る。活動内容の季節変動について社協から聞

き取ったところ,夏季は屋外や墓地の掃除と草取り

に対するニーズが高まり,年末には屋内外の掃除,

冬期の降雪日には買い物代行のニーズが高まるとい

うことであった。

ここで利用会員の行動に則して活動会員によるサ

ポートの様子をみておきたい。事例として取り上げ

るのは,三和地区で外出支援を受けるTさ ん (79

歳)と ,彼女の外出をサポートするOさ ん (68歳 )

である。図 8は, これら2人の女性の間で授受され

るサポートを,時間地理学の手法を用いて表現した

ものである。

Tさ んは,支所 (旧役場)か ら約500m離れた集

落に 1人で暮らしている。加齢に伴って視覚障害が

進み, 1人でも杖を使いながら外出できるが,他者

の付き添いがあれば距離があっても歩ける状態にあ

る。そのため,毎週火曜日と金曜日の通院時に活動

会員の Oさ んが外出支援を行っている。その Oさ

ん宅は三和町南端の集落にあり,Tさ ん宅からバイ

クで約20分,約 8kmの距離にある。

利用会員であるTさ んは毎回 8時 に自宅を出発

するため,0さ んは 7時 30分 には自宅を出発する

ようにしている。毎週火曜日は 8時に Tさ ん宅を

徒歩で出発し,30分かけて図中 (c)の開業医 (外

科)に向かう。 8時30分から10時頃まで待ち時間と

診察にかかるが,Tさ んはOさ んや来院者とおしゃ

べりをして時間を過ごす。診察を終え,郵便局 (f)

で年金を受け取り (10:15～ 30), ス‐パー (e)で

買い物を済ませる (10:50～ 11:10)。 Tさ ん宅に戻る

のはいつも11時30分前後であり,Oさ んはそこで

一緒にお茶を飲んだあと自宅に帰る。

金曜日も同様の行程であるが,通院先は図中 (g)

の開業医 (内科)で片道約40分かけて徒歩で通う
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図中の時刻は大曜日Ol出行程を議   (調査日 12XX年明 29日 )

0さんのパスのう0.Tさんとの同伴行動は書88してい&
口‐‐口  火曜日のバス  ‐|‐ 0‐0 金曜日の′`ス

a:Tさん宅 b:0さん宅 ●:開業医 (外科)d:支所 (旧役場)

●:スーパー f:郵便局 g:開業医 σ爵鴫

図8 活動会員による外出サポー トの事例

資料 :聞き取り調査

(お よそ8:40～ lQ00)。 その帰途

に二次市役所三和支所 (d)あ る

いはスーパー (e)に立ち寄った

りして (お よそ10:30～ 50), 自宅

には11時頃戻る。

この事例にあつた Tさ んは,

社協からの依頼によって Oさ ん

が担当となっている。Tさ んの近

隣者には日頃からつきあいを持つ

人も多いが,外出の付き添いまで

は頼みにくし韻J面があり難しtヽ と

いう。そもそも三和地区では個々

の集落における近隣関係が空洞化

しつつあり,それをサポート源に

することができない状況にある。

その意味で,福祉活動組織によっ

て提供されるサポートは, これま

で近隣間で授受されてきたサポー

トを補完する役割を担うと位置づ

けることができる。

近年における広島県の中山間地

域では,高齢者を主な対象者とし

た住民参加の福祉活動組織が増加

している。その背景には,当該地

域における高齢化の著しい進行が

あることは言うまでもない。訪問

介護サービスにおける民間事業者

の参入が難しい地域であるがゆえ

に,社協が唯一のサービス供給者

となっており,自立認定の高齢者

に対するサービスの供給が及ばな

い現状があると思われる。その意

0     1000m

-

0 飾

目

味でボランタリー組織の形成は,社協が行うサービス事業の補完という側面を有している9ヽ

11黎)

l:
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5。 福祉活動組織に参加する住民の意識

(1)属性からみた参加住民の特性

福祉活動組織の特性を検討するために,それを構成する担い手 (活動会員)の属性をとらえる。また,

担い手が活動に参加するまでのプロセスもあわせて把握 したい。ここでは,活動会員 (102人)に対し

て行ったアンケート調査の結果を基に分析を進める。なお,ア ンケート調査は2005年 6月 に二次市社会

福祉協議会の協力を得て郵送により実施した。回答者は62人で,回収率は60。 8%で あった。

活動会員の基本属性を示した表 3に よれば,回答者のうち71.0%(44人 )が女性で,60歳代が最も多

く43.5%,70歳代33.9%と なっている。活動会員の中心は女性が高齢者になっていることがわかる。ま

表3 活動会員の基本属性

男性 女性 鋪
ω

構成比
(%)

性別

居住地区

二次

三和

三良坂

吉舎

甲奴

君田

布野

作木

12

10

4

1

7

2

1

5

15

13

3

1

12

6

4

8

24.2

21.0

4.8

1.6

19.4

9.7

6.5

12.9

年齢層

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

2

2

8

6

2

8

19

15

4

10

27

21

6.5

16.1

43.5

33.9

世帯形態

単身

夫婦

子ども2詞居

老親桐 居

2

11

5

0

7

17

16

4

9

28

21

4

14.5

45.2

33.9

6.5

移動手段の活

自動車

バイク

あ ら破 用不可

18

0

0

３５

　

３

　

６

５３

　

３

　

６

85.5

4.8

9.7

現在の仕事

農業中心

非農業中心

無職

9

5

4

19

13

12

28

18

16

45.2

29.0

25.8

職歴

農業中心

非農業中心

無職

無回答

１

‐２

０

５

2

30

0

12

3

42

0

17

4.8

67.7

0.0

27.4

最終学歴

初等

中等

高等

その他の学校

無回答

8

7

2

0

1

５

２６

９

２

２

13

33

11

2

3

21.0

53.2

17.7

3.2

4.8

居住歴

生まれたと勤 らヽ

結婚してから

転入

9

3

6

９

　

２６

　

９

18

29

15

29.0

46.8

24.2

た,子どもと同居しない高齢者が多く,高齢夫婦世帯

で45。 2%,高齢単身世帯も14.5%を 占める。2005年度

における居住地域の分布について,二次市社協の資料

'に基づくと,三次地区が85人で最も多く,次いで三和

地区が29人,吉舎地区が21人となっている。人口規模

の最も大きい三次地区で活動会員数が多くなっている

が,それ以外の地区ではかなりの差異がみられる。回

答者の居住歴をみると,現住地に生まれたときから住

んでいる人が29.0%で あるのに対し,結婚してからの

人は46.8%と 会員の多数が女性であることを反映して

いる。

活動会員の職業は,農業中心が42.5%,非農業中心

が29.0%,無職も25.8%と なっており,比較的活動時

間を確保しやすい人々といえる。一方,職歴をみると,

農業が中心であったと回答した人が4.8%で あったの

に対し,農業以外の仕事が中心であった人は67.7%と

大多数を占める。世帯の外で働いたことのある人が高

齢期にあっても,積極的に世帯外で活動をしようとす

る意思がみられる。これに関連して地域活動への参加

状況を尋ねたところ, 2人を除き全員が 1件以上の地

域活動に参加しており,その活動頻度も週に 1日 以上

活動している人が61.3%に 達する。活動会員にとって

福祉活動は,日常における地域活動の延長上に位置づ

けられていると考えられる。仕事や地域活動への参加

と関連する指標である学歴をみると,中等教育以上の

学歴を有する人は74.1%に 及んでおり,活動会員の高

学歴化が読み取れる。

活動会員による移動手段の活用状況を確認しておき

たい。まず自動車を運転可の人が85.5%で もっとも多

く,大部分の会員は移動に関して問題を抱えていない。

ただ,どちらも使用できない人が10%近 くもおり, こ資料 :ア ンケー ト調査
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れらの会員の空間的活動範囲が限定されることが懸念される。福祉活動組織は,活動会員が利用会員宅

を訪問することによって活動が展開される。そのため,活用できる移動手段によっては活動内容が左右

されたり,活動にでられない会員が現れたりすることが予想される。

(2)福祉活動への参加プロセスと参加意識

次に,活動会員が福祉活動に参加するまでのプロセスを検討する。

まず,「はるかぜネット」を知ったきっかけを尋ねたところ,「社協の広報」71.0%が最も多くなって

いるb社協広報が紹介の機能を果たしているのは,社協活動に関心を持っている人の多さを窺わせてお

り,それが新しい福祉活動への積極的取り組みに結びついたと考えられる。このことは参加の動機 (表

4)においても確認される。複数回答を許して尋ねたところ,「将来,自分も世話になると思ったから」

表 4 活動会員の参加動機 (複数回答可) 51.6%,「福祉活動に参

加してみたいと思ったか

ら」38.7%,「社会勉強

をしたいと思ったから」

38.7%であった。前述の

藤村 (1999,pp.15-16)

が指摘するように,前者

の回答は互助の連鎖を示

し,後 2者は福祉活動志

０

・
０

■

・
１

０
．

３０

４８

３８

０

０

・

４

・

３

０

．

０

．

４４

３３

０

・
０

・
４

・
３

０
．

５０

４４

３３

答
数

回
総

④
⑩
０
０

力懸 ふど
と隻昇ご讐禁よ峰1慇どと筆倉讐ζ港水ξ桑鋭 ¥友今5麗Fれ

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

全体

0.0

10.0

7.4

4.8

50.0

20.0

14.8

4.8

14.5

資料 :アンケー ト調査

向,地域活動志向としてまとめられよう。これを会員の年齢に基づいて検討すると,年齢層ごとにばら

つきが見られる。高齢になるほど,将来自分が介護を必要としたときのことを重ね合わせて参加しよう

とする意識がみてとれる。また,活動を通じた仲間づくりという動機もみられ,社会関係の新たな構築

にも生かされている。

表 5 活動会員の介護経験 次に,活動会員が過去に介護や介助の経験を

持っているかどうかを尋ねた (表 5)。 これは,

過去の経験に基づいて活動に参加しているのか

どうかを意図しており,前述の「自分も将来世

話になると思ったから」にもつながる。すると,

「高齢者の世話をしたことがある」と答えた人

が43.5%,「高齢者と障害者の世話をしたこと

がある」29.0%,「障害者の世話をしたことが

ある」4.8%,「 どちらも経験がない」が22.4%

となった。75%以上の人が何らかの形で介護や介助の経験を持っていることがわかった。また, これら

の経験をした相手を尋ねたところ,「自分の家族や親族」50。 0%,「近隣や知人」35.5%,「病院や施設」

21.9%であった。これは各年齢層に共通する傾向であり,身近な存在にある他者を介護せざるを得なく

なった人や自ら進んで病院や施設で介護にあたつていた人が参加しやすいことがいえよう。

しかし,福祉活動への意欲や経験のある会員であっても,実際の活動に際して不安を拭いきれない人

も多い。活動にあたって感じる不安 (表 6)を尋ねたところ,「自分CIつ知識や技能」が48.4%を 占

めており,活動頻度の多い会員であっても高い割合を示している。社協では会員の知識や技能の向上を

目指して年に4回研修会を開き,不安に対応しようとしている。。これに次いで多いのが「依頼者の人

曇馳  [高
齢者のみ 障害者のみ どちらもない

資料 :ア ンケー ト調査
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表6 活動会員の不安 (複数回答可)

活動頻度
答
数

回
総

依頼者の
人柄

自分の知
識や技能

活動時間 依頼内容

週に2～ 3回

月に1回以上

年に数回

活動経験なし

(6)

(17)

(14)

(25)

33.3

41.2

42.9

36.0

50.0

41.2

42.9

56.0

16.7

35.3

14.3

16.0

16.7

35.3

28.6

32.0

全体

資料 :ア ンケート調査

区で,活動会員が確保されていても活動できない事態が生じており,ニ ーズの掘り起しが求められてい

る。

しかし,サポート源相互の補完関係における福祉活動組織は,近隣関係が空洞化しつつある個別集落

においてそれを補完するサポート源として位置づけることができる。福祉活動組織によって提供される

サポートは手段的サポートであり,こ れまで近隣間で授受されてきたサポートの内容とほとんど差異は

ない。三次市における福祉活動組織は,女性高齢者がその中心的な担い手となっており,高齢者が高齢

者の生活をサポートするという「老老介護」の構図になっている。しかし,活動会員は福祉活動を地域

活動への参加としてとらえており,義務というより「生きがい」として認識していると考えられる。ま

た,「村落互助」という観点ではサポートを授受する相手が地縁に規定されるが,福祉活動組織ではそ

れに左右されることなくサポートが供給されるという特性がある。

他者にサポートを提供することが高齢者の「生きがい」に結びつきやすいことついては,先行研究D

においても指摘されるところである。この点について,ア ンケート調査からみておきたい。調査では,

福祉活動を通じて感じたうれしさや喜びなど満足した経験,一方で嫌なことや困った経験の有無 (表 7)

について複数回答を許して尋ねている。前者の

経験の中で特に比率の高かったものには,「感

謝の気持ちを言われたとき」62.2%,「 自分が

頼りにされていると感 じるとき」48.6%,「利

用者とよい関係ができたとき」48.6%で あった。

一方,嫌なことや困った経験には,「物をくれ

るなど利用者が自分に気を使いすぎるとき」24.

3%,「精神的な疲労を感 じたとき」21.6%,

「利用者に信頼されていないとき」18.9%,「 利

用者に頼られすぎてしまうとき」18.9%の比率

が高かった。

このように,活動会員は利用会員から過度に

気遣いされたり,頼 られたりすることを嫌う傾

向にあり,活動会員は利用会員と対等な立場で

のサポートを望んでいると考えられる。活動費

を得ることに該当者がいなかったことを含める

と,福祉活動への参加は経済的収入を得ること

よりも他者のために役に立てることが重視され

ている。また,う れしさや喜びの面での評価が

柄」の38.7%で ,活動会員と利用会員との相性

の問題がある。社協では,活動会員の派遣にあ

たって利用会員の意見を聞いて指名するように

配慮されている。しかし,特定の活動会員に依

頼が集中してしまうことも事実であり,会員全

員が活動に参加できているわけではない。アン

ケート調査においても活動経験のない人が40.3

%に上っているが,同時に利用会員の少ない地

表7 活動会員の所感 (複数回答可)

うれしさや喜び
割合
(%)

当
数

該
者

感謝の気持ちを言われたとき

この家には自分が必要だと感じたとき

利用者に依頼された通りに活動できたとき

友人や仲間が増えたと感じるとき

利用者とよい関係ができたとき

福祉の大切さを理解できたと思うとき

自分が頼りにされていると感じるとき

自分の福祉活動を家族が理解してくれたとき

老後の生き方を学べたと感じるとき

自分の将来を考えることができたとき

62.2

21.6

29.7

2.7

48.6

29.7

48.6

16.2

35。 1

18.9

②
③
０
０
０
０
０
０
０
０

嫌なことや困つた経験

利用者に信頼されていないとき

いろいろと細かく指示されるとき

お手伝いさんのように扱われるとき

精神的な疲労を感じたとき

肉体的な疲れを感じるとき

約束以外の仕事を言われるとき

命令口調で言われるとき

利用者に頼られすぎてしまうとき

物をくれるなど利用者が自分に気を使いすぎるとき

18.9

5.4

2.7

21.6

8.1

2.7

2.7

18.9

24。 3

“

Ｏ

α

０

０

０

α

“

０

資料 :ア ンケー ト調査
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相対的に高 くなっているという点では,福祉活動が活動会員の生きがいに結びつきやすいことを示 して

いる12)。

アンケー ト調査の結果から,活動会員は職歴が農業以外であった人や比較的学歴の高い人が多 く,都

市部における先行研究の結果と共通する知見が得 られた。活動参加は,過去の経験に基づ くものや自身

の「生きがい」としての参加であることがわかった。会員の多 くは女性の高齢者であり,福祉活動を通

じて新たな社会関係を構築 しようとする意識が窺える。とりわけ, この福祉活動組織は,地縁に基づ く

互助の関係にとらわれないサポー トの提供であることが重要である。ゆえに,それは近隣関係の空洞化

を補完する新 しい形態のサポー ト源といえる。

6。 むすび

本稿は広島県二次市を対象地域として,中山間地域における住民参加の福祉活動組織の性格を活動実

態や担い手の意識から検討した。

中山間地域における福祉活動組織は,高齢者を取りまくサポート源相互の補完関係を維持するという

点で重要な役割を担うと考えられる。この組織によって提供されるサポートは,こ れまで近隣の間で授

受されてきたサポートの内容とほとんど差異はない。集落の高齢化により近隣関係の空洞化が進み,サ

ポートの授受が困難になる中で,福祉活動組織の果たす役割は大きい。「互助」の論理にしたがえば,

サポートを授受すべき相手は地縁に規定されると同時に双務的な関係となるが,福祉活動組織では利用

料が介在し,地縁や双務性に影響されることなくサポートが供給されるという特性がある。担い手側も,

この福祉活動を自身の経験に基づく地域活動としてとらえており,義務というより生きがいという意識

が強かった。

活動の主体は女性の高齢者であり,高齢者が高齢者の生活をサポートするといういわば「老老介護」

となっている。しかし,上記のような性格もあり,は るかぜネットが発足してから急速に利用が進んで

いる。利用実績に現れる地域差については稿を改めて検討しなければならないが,利用の進んでいない

地域では親族や近隣が有効に機能していることや,親族や近隣以外のいわば「他所者」からサポートを

得ることに対 して根強い抵抗があることを推測させる。三次市では介護保険制度の枠組みで行われるケ

アプランの作成において,は るかぜネットの利用を勧めている。在宅福祉サービスの供給閾値が小さい

中山間地域にあつて,住民参加の福祉活動はその補完的役割を担うことが期待されている。今後,現在

ニーズの低い地域においても介護保険制度を介したフォーマルな利用が進むと考えられる。

住民参加による福祉活動組織を中山間地域の文脈で検討すると,高齢化の進む地域社会についていく

つかの論点が得られる。第 1は,高齢者のサポートネットワークについてである。本稿でも述べるよう

に,中山間地域では老親子が空間的に分離しているため,両者の空間的距離がサポートの内容を限定す

る。また,集落内でのサポートの授受も機能しないことが危惧されている。その意味で,地域住民を巻

き込んだサポートの提供活動は,近年現れているサポートネットワークの欠落を補完する役割を果たす

と考えられる。

第 2は, コミュニティの再編成に関する議論である。これは,福祉活動組織が住民参加であることと

関わる。サポートの授受が,従来のように集落という空間的に限定された範囲で行われるのではなく,

より広域の住民の間で行われている。言い換えれば, コミュニティが担ってきた機能を新しい住民組織

が代替していることになり,機能的な側面でコミュニティの再編が進んでいると考えられるのである。

第 3は,高齢者福祉サービスの供給のあり方に関する議論である。近年の中山間地域の自治体では財
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源的な制約が強まり,社会保障事業の縮小が懸念されている。一方,高齢化は急速に進んでおり,社会

保障の充実は不可避である。高齢者福祉サービスの拡大傾向が難しくなる中で,介護予防の観点からも

高齢者を最大限支えていく手立ての1つ として住民参加の福祉活動を評価していくことが必要であろう.

これらの点については,筆者の今後の課題としたい。

注

1)高齢者と他者との親密さについては,「 コンボイモデル cOnVOy model」 によって説明されている。

コンボイは個人を中心とする同心円で書き表すことができ,中心に高齢者本人が位置づけられる。

中心からの距離は親密さと重要さの度合いを表し,中心に最も近い内側の円には家族や一部の親友,

外側の円には近隣や同僚が位置づけられる。

2)2004年 2月 の資料を用いたのは,広島県内の市町村合併が進行する以前の旧市町村単位での事業所

の分布を詳しく把握するためである。

3)同一の団体 (各種法人や企業)が同一の市町村内に複数の拠点を設けている場合は,それぞれを 1

つの事業所として数えている。

4)社会福祉協議会は,全国すべての市町村に設置される公共性の強い民間福祉団体である。その役割

は,地域組織化活動を軸とするコミュニティワークの側面と在宅福祉サービスを提供する側面とを

あわせもつ。行政から受ける委託金や補助金が年間収入の60%を 占め,行政への依存度がきわめて

高いことが特徴である (沢田,1998,pp。 158-178)。

5)毎年,福祉活動組織の全国的動向を調査している全国社会福祉協議会による分類に基づく。

6)「住民互助型」とは, 1人または数人の積極的な呼びかけで友人 0知人等が集まって形成されたグ

ループである。これに対して,「社協運営型」は社会福祉協議会の呼びかけによって生まれたグルー

プである。

7)「 はるかぜネット」の規約によると,活動会員はサポートを行った当該月分の「サービス確認票」

を翌月 5日 までに社協事務所に提出すること, これに対して利用会員は「サービス確認票」によっ

て確認された利用料を,サ ポートを受けた翌月20日 までに納入することが定められている。なお,

「サービス確認票」にはサポートを行った時間や内容,利用者や内容に関して気づいたことが記入

されている。

8)他の地区に比べ, この 2地区において当初から利用が多くなっている背景には,社協活動が比較的

活発で利用の働きかけが浸透していることが挙げられる。また,社協活動への協力を示す指標とし

て住民の会費 (1,000円 )納入率を挙げることができるが,三和地区や甲奴地区ともに全戸が納入

している。

9)介護保険制度の導入により,「自立認定」の高齢者がヘルパーの支援を受けにくくなっていること

も指摘しておきたい。

10)しかし,ア ンケート調査では研修会に参加したことのない活動会員が37.1%(23人)に上っている。

会員登録をしても,活動に熱心な人とそうでない人とに分離しつつある一端が窺える。

11)例 えば,金ほか (2000)は農村に居住する女性高齢者は,提供するサポートが多いほど主観的幸福

感 (生 きがい)が高く,高齢者が他者のために役立つことの重要性を指摘している。Krauseほか

(1992)で は,サ ポートを他者に提供することは,個人の成就感や自己重要性を高めるとともに,

サポートする相手との親密感や信頼感を増進することにつながると指摘している。
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12)例 えば,前述の Oさ んの活動時間は毎回 3時間～ 3時間30分であり,自宅からの移動時間を含め

れば 4時間前後に及ぶ。活動時間以外にも移動時間のコストが大きくなっており,一見して活動上

の制約のようにみえる。しかし,彼女はそのことをあまり問題にしていない。彼女は8kmも離れ

た Tさ ん宅に通うことによって,相手に頼りにされることが何よりもうれしいと話している。
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付 記

現地調査にあたっては,二次市社会福祉協議会地域福祉課長の中野和彦氏,同三和支所長の中野 香

氏をはじめとする職員の皆様に,多大なる御協力と御教示をいただきました。また,「はるかぜネット」

活動会員の皆様にはアンケート調査にご協力いただきました。末筆ではありますが,以上の方々に御礼

申し上げます。

なお,本稿の一部は,2006年 3月 の日本地理学会春季学術大会「高齢者の地理学研究グループ」例会

(埼玉大学)において発表した。


